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－環生１－ 

議第３４号 岐阜県地球温暖化防止基本条例の一部を改正する条例に

ついて 

環境生活部環境管理課 

 

１ 条例改正の趣旨 

 〇 温室効果ガスの排出の抑制等を促進し、地球温暖化防止を図るため、平成２１

年に岐阜県地球温暖化防止基本条例を施行。 

 〇 しかし、地球温暖化には歯止めがかかっておらず、近年、気候変動の影響によ

り、豪雨災害などの被害が各地で発生。 

 〇 こうしたことから、温室効果ガスの排出の抑制対策（緩和策）を強化するとと

もに、気候変動の影響による被害の防止、軽減を図る対策（適応策）を推進する

ため、条例の改正を行うもの。 

 

２ 現状及び課題 

 ○ 人為的な温室効果ガスの排出量の増加により、日本も含む世界の平均気温は

年々上昇傾向となっていることから、地球温暖化を防ぐため、気温上昇を２℃未

満、可能なら 1.5℃に抑える目標を掲げる「パリ協定」が採択。 

 ○ この目標を達成するため、国は 2050 年に温室効果ガス排出量を実質ゼロとす

る「脱炭素社会」の実現を目指す。岐阜県における温室効果ガスの排出量実質ゼ

ロに向けて、さらなる大幅な排出削減が必要。 

 ○ 地球温暖化その他気候変動により、気温の上昇や大雨の頻度の増加などがみら

れ、この影響により、豪雨災害、農作物の品質低下などの被害が顕在化。対策を

行わなければ、被害はさらに拡大するおそれがある。このため、従来の緩和策に

加えて、気候変動への適応も必要。 

 

３ 条例改正の概要 

（１）緩和策の強化 

  ①「脱炭素社会」の実現を目指す旨を表記 

条例前文において、「私たちは『脱炭素社会』の実現に向けて先導的な役割

を果たしていく必要がある」ことを明記。 

  ②県の率先実施 

    県は自らの事務、事業に関し、率先して温室効果ガスの排出の抑制のため

の取組を実施。 

  ③事業者の温室効果ガス排出削減計画書等に対する評価、公表 

事業活動に伴い相当程度多い温室効果ガスを排出する事業者から提出され

る「温室効果ガス排出削減計画書」などに対し、県が評価し、高い評価の計画

や実績を公表する制度を導入。 

  ④中小排出事業者への支援 

中小排出事業者の温暖化対策の促進に向けて、技術的助言その他の支援など

を特に配慮して実施。 

  ⑤エネルギーの地産地消や水素エネルギーの利用促進 

  事業者、県民及び市町村は、連携・協働し、再生可能エネルギーの効率的な

地産地消を実施。また、水素エネルギーの利用について、事業者や県民の理解

を増進。 



－環生２－ 

 

（２）適応策の追加 

  ①条例名の変更 

    条例名を「岐阜県地球温暖化防止及び気候変動適応基本条例」に改正。 

  ②気候変動適応を条例の目的に追加 

    条例の目的に、気候変動影響による被害の防止、軽減等を図るための基本的

事項を定め、気候変動適応の推進を図ることを追加。 

  ③気候変動適応に係る県、事業者、県民等の責務 

県は、総合的かつ計画的な施策を策定し、実施。 

事業者は、事業活動を円滑に実施するため、その事業活動の内容に即した気

候変動適応に努める。 

県民は、気候変動適応の重要性に対する関心と理解を深める。 

  ④地球温暖化防止・気候変動適応計画の策定 

   緩和策と適応策を併せて推進するため、「地球温暖化防止・気候変動適応計

画」を策定。 

⑤適応策の推進 

  農業・林業・水産業、水環境・水資源、自然生態系、自然災害、健康、産業・

経済活動及び社会資本に関する気候変動適応を図るための施策について、地域

の特性を踏まえ推進。 

  ⑥岐阜県気候変動適応センター 

  気候変動影響や適応に関する情報収集・整理・分析・提供、調査研究・公表

や県民、事業者等に対する普及啓発や技術的助言を行う「岐阜県気候変動適応

センター」を設置。 

 

４ 施行日 

   公布の日（温室効果ガス排出削減計画書等の評価・公表制度については、令和

４年４月１日以後に提出されたものから適用） 



－環生３－ 

議第３５号 岐阜県犯罪被害者等支援条例について 

環境生活部県民生活課 

１ 条例制定の趣旨 

犯罪被害者等の支援に関し、基本理念を定め、各主体の責務等を明らかにする

とともに、犯罪被害者等の支援の基本となる事項を定めることにより、犯罪被害

者等の支援を総合的かつ計画的に推進し、もって犯罪被害者等が受けた被害の回

復や軽減、犯罪被害者等の生活の再建を図るとともに、犯罪被害者等を社会全体

で支え、県民が安全に安心して暮らすことができる社会の実現に寄与するため、

この条例を定めるもの。 

 

２ 条例の概要 

 （１）総則（第 1条から第 11 条まで） 

〇 目的・定義・基本理念 

    〇 責務（県、県民、事業者、民間支援団体） 

○ 市町村との連携協力 

    〇 犯罪被害者等支援計画 

    〇 総合的な支援体制の整備 

        〇 広域的な犯罪被害者等支援が必要な事案への対応 

（２）基本的な施策（第 12 条から第 26 条まで） 

        〇 相談及び情報の提供等 

〇 日常生活の支援 

〇 心身に受けた影響からの回復 

〇 安全の確保 

〇 居住の安定 

〇 雇用の安定 

〇 経済的負担の軽減 

〇 県民の理解の増進 

〇 学校における教育の実施等 

〇 民間支援団体に対する支援 

〇 人材の育成 

〇 刑事に関する手続及びその進捗状況に関する情報の提供 

〇 保護、捜査、公判等の過程における配慮等 

〇 個人情報の適切な管理 

〇 財政上の措置 

(３) その他（附則） 

     「岐阜県犯罪のない安全・安心まちづくり条例」の犯罪被害者等の支援

に関する規定を削る。 

 

３ 施行日 

   令和３年４月１日 



－環生４－ 

議第３６号 岐阜県特定非営利活動促進法施行条例及び岐阜県事務処理

の特例に関する条例の一部を改正する条例について 
 

環境生活部県民生活課 

 

１ 改正の趣旨 

  特定非営利活動促進法の一部改正（令和２年１２月９日公布、令和３年６月９

日施行）に伴い、「岐阜県特定非営利活動促進法施行条例」及び「岐阜県事務処

理の特例に関する条例」について、引用条文の項ずれの処理等、所要の規定の整

理を行うもの。 

 

＜参考＞特定非営利活動促進法の改正の概要 

・設立の迅速化（設立認証申請書類の縦覧期間の短縮（１月間→２週間）等） 

・個人情報保護の強化（個人の住所等の記載を除いて公表・縦覧・閲覧 等） 

・事務負担の軽減（提出書類の削減 等） 

 

２ 改正の内容 

（１）岐阜県特定非営利活動促進法施行条例第２条第４項 

・引用条文（特定非営利活動促進法第１０条第３項）の項ずれの処理 

 

（２）岐阜県事務処理の特例に関する条例別表第１ 

・引用条文（特定非営利活動促進法第１０条第２項）の改正に伴う文言整理 

 

３ 施行日 

   令和３年６月９日 



－環生５－ 

議第６１号 岐阜県環境基本計画の策定について 

 
環境生活部環境企画課 

 

１ 計画の概要 

・県の環境施策の基本的な指針となる計画。 

・計画期間は５年間（令和３年度～令和７年度）。 

 

２ 策定までの経緯 

・令和２年３月に環境審議会に諮問後、審議会における審議・県民等意識調査・県

議会議員意見等を踏まえ策定。 

・12 月には市町村意見照会及びパブリック・コメントを実施。寄せられた意見を

反映した計画案を先般２月３日に開催された審議会で答申。 

 

３ 計画の基本理念など 

（１）基本理念 

   自然と人が共生する持続可能な「清流の国ぎふ」の実現 

（２）取組方針 

・環境・経済・社会の好循環により魅力と活力を生み出す地域づくり 

（地域循環共生圏の創造） 

    ・「清流の国ぎふ」に誇りと愛着を持ち、未来につなぐ人づくり 

（３）基本施策 

基本施策 取組内容 

「脱炭素社会ぎふ」の実現と 

気候変動への適応 

・温暖化対策の推進 

・気候変動への適応 

資源循環型社会の形成 
・廃棄物の発生抑制及び再資源化の促進 

・不適正処理対策の徹底 

・災害廃棄物・感染症への備え 

美しく豊かな環境との共生 

・地域循環共生圏の創出支援 

・自然環境の保全及び活用 

・生物多様性の保全 

安全・安心な生活環境の確保 
・水及び土壌の汚染防止 

・大気環境の保全 

未来につなぐ人づくりと 

ライフスタイルの変容 

・多様な主体間の連携による人づくり 

・環境にやさしいライフスタイルや 

ビジネスマインドへの変容 

 


